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1.  平成26年3月期第1四半期の連結業績（平成25年4月1日～平成25年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期第1四半期 999,233 4.4 △22,836 ― △18,735 ― △21,983 ―
25年3月期第1四半期 957,370 △2.9 △26,739 ― △26,830 ― △25,492 ―

（注）包括利益 26年3月期第1四半期 △1,901百万円 （―％） 25年3月期第1四半期 △29,567百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益 潜在株式調整後1株当たり四半期
純利益

円 銭 円 銭

26年3月期第1四半期 △10.62 ―
25年3月期第1四半期 △12.32 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

26年3月期第1四半期 2,906,117 746,738 21.3
25年3月期 2,920,326 752,438 21.4
（参考） 自己資本   26年3月期第1四半期  619,378百万円 25年3月期  624,045百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  
    平成26年3月期の期末の配当額は未定であります。 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

25年3月期 ― 5.00 ― 0.00 5.00
26年3月期 ―
26年3月期（予想） 0.00 ― ― ―

3. 平成26年3月期の連結業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,050,000 △1.1 △10,000 ― △10,000 ― △30,000 ― △14.50
通期 4,550,000 3.8 140,000 58.6 135,000 37.1 45,000 ― 21.75

http://jp.fujitsu.com


(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、【添付資料】25ページ「２．四半期連結財務諸表 （６）四半期連結財務諸表に関する注記事項」を参照して下さい。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、レビュー手続は一部 
終了しておりません。なお、レビュー手続を終了後、8月9日に四半期報告書を提出する予定です。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が提出日現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づい 
ており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。実際の業績等に影響を与える可能性のある重要な要因には、以下の事項が 
あります。なお、業績に影響を与える要因はこれらに限定されるものではありません。 
 
・主要市場における景気動向（特に日本、北米、欧州、中国を含むアジア） 
・ハイテク市場における変動性（特に半導体、パソコンなど） 
・為替動向、金利変動 
・資本市場の動向 
・価格競争の激化 
・技術開発競争による市場ポジションの変化 
・部品調達環境の変化 
・提携、アライアンス、技術供与による競争関係の変化 
・公的規制、政策、税務に関するリスク 
・製品、サービスの欠陥や瑕疵に関するリスク 
・不採算プロジェクト発生の可能性 
・研究開発投資、設備投資、事業買収・事業再編等に関するリスク 
・自然災害や突発的事象発生のリスク 
・会計方針の変更 
 
業績予想値算出の前提となる条件等については、【添付資料】15ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想に関する定性的情報」 
を参照して下さい。 

※  注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  有
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  無
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年3月期1Q 2,070,018,213 株 25年3月期 2,070,018,213 株
② 期末自己株式数 26年3月期1Q 755,688 株 25年3月期 723,691 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 26年3月期1Q 2,069,272,053 株 25年3月期1Q 2,069,347,904 株
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

 

(１)連結経営成績に関する定性的情報 

 

 【事業環境】 
 

 

 当第１四半期連結累計期間における世界経済は、引き続き弱い回復となりました。欧州では政府の緊縮財政

や失業率の上昇により景気の悪化が続いています。米国では景気は緩やかに回復しているものの、金融緩和策

の縮小観測により金融市場は不安定な動きとなりました。新興国は個人消費や輸出の低迷により成長率の鈍化

が続いています。 

国内経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和による円安と株価上昇により個人消費に一部改善の動きが見

られました。輸出も円安による環境の改善により持ち直しの動きが見られました。 

ＩＣＴ（Information and Communication Technology）投資は、国内では企業において慎重な姿勢が継続し

ておりますが、一部に回復の動きが見られました。海外では景気低迷が長引く欧州を中心に企業の投資抑制が

続いています。 
 

【第１四半期の決算概況】                         （単位：億円） 

 2012年度 

第１四半期 

（遡及修正前） 

 

 

 

 

2012年度 

第１四半期 
2012年4月1日～ 

2012年6月30日 

2013年度 

第１四半期 
2013年4月1日～ 
2013年6月30日 

前年同期比 

 増減率

(%) 

売 上 高 9,573  9,573 9,992 418 
〔 △2 〕 

4.4 

売 上 原 価 7,067  7,067 7,396 328 4.7 

売 上 総 利 益 
（売上総利益率） 

2,506 

(     26.2%) 
 

 

2,506 

(      26.2%) 

2,596 

(     26.0%) 

89 

( △0.2%) 

3.6 

 

販売費及び一般管理費 2,756  * 2,773 2,824 50 1.8 

営 業 利 益 
（ 営 業 利 益 率 ） 

△250 

(     △2.6%) 
 

 

* △267 

(     △2.8%) 

△228 

(    △2.3%) 

39 

(   0.5%) 

- 

 

営 業 外 損 益 △0  △0 41 41 - 

経 常 利 益 △251  * △268 △187 80 - 

特 別 損 益 1  1 - △1 △100.0 

税金等調整前四半期純利益  △249  * △266 △187 78 - 

法 人 税 等 △18  △18 12 31 - 

少 数 株 主 利 益 7  7 20 12 167.0 

四 半 期 純 利 益 △237  * △254 △219 35 - 

〔 〕内は、為替影響を除く前年同期比増減率(%) 

 
*  当社グループの海外子会社に適用している国際財務報告基準（IFRS）の「従業員給付」（IAS第19号）の

改訂に伴い、2012年度第１四半期の数値を遡及修正しております。この結果、販売費及び一般管理費が 16

億円増加し、営業利益が16億円減少しました。同様に経常利益や四半期純利益なども修正しております。 

なお2012年度末の退職給付に係る未認識債務（海外制度分）1,573億円をオンバランスしたことにより、

純資産額が減少しております。詳細は、11ページ【会計基準改訂に伴う遡及修正について】を参照して下さ

い。 
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2012年1Q 2013年1Q

営業利益 四半期純利益

(億円)

△267 
△228 △219 △254 6,189 5,837 

3,383 4,154 
(35.3%) (41.6%)

2012年1Q 2013年1Q

国内 海外 海外売上高比率 < >内は
前年同期比
増減率

(億円)

9,573 ＜4.4%＞

( )

9,992 

＜22.8%＞

＜△5.7%＞

 

 
以下の文中において、当第１四半期連結累計期間を当第１四半期、前年同四半期連結累計期間を前年同期

と記載しております。また、文中に記載しております為替影響は、米ドル、ユーロ、英ポンドを対象に前年

同期の対円平均レートを当第１四半期の外貨建取引高に適用して試算しております。 

 

【損益の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

売上高は9,992億円と、為替影響もあり前年同期比4.4％の増収になりました。国内は5.7％の減収です。携

帯電話やパソコン等ハードウェア製品を中心に減収となりました。一方、システムインテグレーションは製造、

金融、公共向けなどで伸長しました。海外は22.8％の増収で、為替影響を除くと3％の増収です。北米向け光

伝送システムの需要が回復したほか、ＬＳＩや電子部品が増収になりました。 

 

米ドルの平均レートは99円（前年同期比19円の円安）、ユーロは129円（前年同期比26円の円安）、英ポン

ドは152円（前年同期比25円の円安）となり、為替影響により売上高が前年同期比で約650億円増加しており

ます。海外売上高比率は41.6％と、為替影響に加え、国内のハードウェア製品の売上減により前年同期比6.3

ポイント上昇しました。 

 

売上総利益は2,596億円と、携帯電話等の減収影響はありましたが、為替影響や各種施策の効果により前年

同期比89億円の増益になりました。売上総利益率は26％と、前年同期比0.2ポイント低下しました。 

販売費及び一般管理費は2,824億円と、前年同期比50億円増加しました。全社的な費用効率化を進め、実質

ベースでは減少しておりますが、為替影響を受けたことによります。 

営業利益は228億円の損失と、前年同期比39億円の改善となりました。携帯電話等の減収影響はありました

が、円安効果や緊急人事施策の効果に加え、ＬＳＩや海外ビジネスでの構造改革効果などが徐々に寄与し始め

たことによります。 

 

経常利益は187億円の損失と、前年同期比80億円の改善となりました。営業外損益は41億円となり、為替

差損益の好転や株式売却益の計上により前年同期に比べ41億円改善しました。 

 

四半期純利益は219億円の損失と、前年同期比35億円の改善となりました。 

 

売上高 営業利益・四半期純利益 
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①セグメント情報 （単位：億円）

6,271 6,775 504 8.0 1 

国 内 4,022 4,052 29 0.7 1 

海 外 2,248 2,723 475 21.1 3 

△8 25 34 - 

△0.1%)( 0.4%)( 0.5%)( 

5,136 5,549 413 8.0 1 

32 55 22 70.0 

0.6%)( 1.0%)( 0.4%)( 

1,134 1,225 91 8.1 2 

△40 △29 11 - 

△3.6%)( △2.4%)( 1.2%)( 

2,346 2,159 △186 △8.0 △12 

国 内 1,758 1,461 △296 △16.9 △17 

海 外 587 697 110 18.7 2 

△20 △171 △151 - 

△0.9%)( △7.9%)( △7.0%)( 

1,303 1,453 150 11.5 1 

国 内 720 674 △46 △6.4 △6 

海 外 583 779 196 33.6 10 

△36 76 112 - 

△2.8%)( 5.3%)( 8.1%)( 

△57 32 89 - 

20 43 23 110.7 

△347 △396 △49 - - 

△202 △159 43 - 

9,573 9,992 418 4.4 △2 

国 内 6,189 5,837 △352 △5.7 △6 

海 外 3,383 4,154 770 22.8 3 

△267 △228 39 - 

△2.8%)( △2.3%)( 0.5%)(   

＊ 遡及修正額：△16億円

2012年度
第１四半期

  2012年4月1日～

　 2012年6月30日

営 業 利 益

(営業利益率)

売 上 高

テクノロジー
ソリューション

(営業利益率)

売 上 高

  2013年4月1日～

   2013年6月30日

前年同期比
2013年度
第１四半期

為替影響を
除く

増減率(%)
増減率(%)

デバイス
ソリューション

(営業利益率)

その他／
消去又は全社

売 上 高

営 業 利 益

(営業利益率)

売 上 高

営 業 利 益

営 業 利 益

売 上 高

連  結

Ｌ Ｓ Ｉ 営 業 利 益

電子部品

ユビキタス
ソリューション

売 上 高

営 業 利 益

営 業 利 益

営 業 利 益

サービス

(営業利益率)

営 業 利 益

(営業利益率)

売 上 高
システム
プラット
フォーム

*

*

*
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②売上高の主要製品別内訳 （単位：億円）

テクノロジーソリューション 6,271 6,775 504 8.0 1 

5,136 5,549 413 8.0 1 

ソリューション／ＳＩ 1,705 1,827 122 7.2 7 

インフラサービス 3,431 3,722 291 8.5 △1 

 システムプラットフォーム 1,134 1,225 91 8.1 2 

システムプロダクト 491 476 △15 △3.1 △7 

ネットワークプロダクト 643 749 106 16.6 9 

 ユビキタスソリューション 2,346 2,159 △186 △8.0 △12 

パソコン／携帯電話 1,706 1,425 △280 △16.4 △20 

モバイルウェア 639 733 94 14.7 9 

 デバイスソリューション 1,303 1,453 150 11.5 1 

ＬＳＩ 678 776 98 14.5 5 

電子部品 627 684 57 9.1 △2 

(注)1.売上高にはセグメント間の内部売上高を含みます。

　  2.為替影響は、米ドル、ユーロ、英ポンドを対象に前年同期の対円平均レートを当第１四半期の外貨建取引高に適用し

　  　て試算しております。　　　

　　3.「ＬＳＩ」の売上高には、「電子部品」への内部売上高を含めて表示しております。

　  4.「その他／消去又は全社」には、次世代スーパーコンピュータ事業、当社グループ会社向け情報システム開発・ファ

　　  シリティサービス事業及び当社グループ従業員向け福利厚生事業等のほか、基礎的試験研究等の戦略費用及び親会社

　　　におけるグループ経営に係る共通費用が含まれております。

　  5.2012年度第１四半期の数値については、改訂IAS第19号適用により遡及修正を行っております。詳細は、11ページ

　　  【会計基準改訂に伴う遡及修正について】を参照して下さい。

　 2012年6月30日    2013年6月30日

前年同期比

  2012年4月1日～   2013年4月1日～ 為替影響を
除く

増減率(%)
増減率(%)

連
　
　
　
結

サービス

2012年度
第１四半期

2013年度
第１四半期
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【セグメント
 

 当第１四

です。 

 

＜事業別＞

テクノロジーソリューション

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

売上高は

りました。国内

はＵＮＩＸサーバ

減収になりました

キャリアのＬＴＥ

あったものの

策による３Ｇ

しては前年同期並

期に通信トラフィック

した。システムインテグレーション

のの、製造、

為替影響を除

減収になりました

ャリアの投資

 

営業利益は

増収効果があったものの

ーバや欧州サービス

果がありました

 

セグメント別の状況

四半期のセグメント

＞ 

テクノロジーソリューション

は6,775億円と

国内はほぼ前年同期並

サーバの新製品

になりました。ネットワークプロダクト

ＬＴＥサービスエリア

あったものの、前年同期

Ｇ通信機器の

前年同期並みになりました

トラフィックの

システムインテグレーション

、金融、公共分野

除いても3％

になりました。また

投資回復により

は25 億円と

があったものの

サービス事業

がありました。 

状況】 

セグメント別の売上高

テクノロジーソリューション 

と、前年同期比

前年同期並みです

新製品の立ち上げが

ネットワークプロダクト

サービスエリアの拡大

前年同期に通信トラフィック

の需要増があったため

みになりました。

の増加対策を

システムインテグレーション

公共分野を中心とした

％の増収です。

またＵＮＩＸサーバ

り増収になりました

と、前年同期比

があったものの、ネットワーク

事業を中心にコストダウン

売上高 

富士通

売上高（セグメント

前年同期比8％の増収

です。サーバ

げが遅れており

ネットワークプロダクトは、

拡大に伴う投資

トラフィックの増加対

があったため、全体

。インフラサービス

を背景としたネットワークサービス

システムインテグレーションは、通信キャリア

とした投資の

。欧州で景気悪化

サーバは新製品

になりました。 

前年同期比34 億円の改善

ネットワーク関連の減収影響

コストダウンと

富士通（株）（

セグメント間の内部売上高

 

 

収にな

サーバ関連

れており、

、通信

投資が

増加対

全体と

インフラサービスは、アウトソーシング

ネットワークサービス

キャリアの投資

の拡大により増収

景気悪化による企業

新製品の販売が伸

改善になりました

減収影響や先行開発投資負担

と費用効率化

 

売

 

）（6702）平成

内部売上高を

アウトソーシング

ネットワークサービス関連

投資がハードウェア

増収となりました

企業の投資抑制

伸び悩みました

になりました。国内では

先行開発投資負担

費用効率化を進めたほか

 

売   上   高

国     内

海     外

営 業 利 益 

平成26年3月期

を含む）及び営業利益

アウトソーシングが堅調に

関連の需要増があったため

ハードウェアへシフト

となりました。海外

投資抑制の影響を受

みました。北米向け

では、システムインテグレーション

先行開発投資負担がありました

めたほか、ネットワークプロダクト

2013

第１四半期

高 

内 

外 

 

営業利益

月期 第１四半期

営業利益は以下

に推移しましたが

があったため、

シフトしている影響

海外は 21.1％の

受けてインフラサービス

け光伝送システム

システムインテグレーション

りました。海外では

ネットワークプロダクト

（単位

3年度 

四半期 
前年同期比

6,775 

4,052 

2,723 

25 

営業利益 

四半期決算短信 

 

 

以下のとおり

しましたが、前年同

、伸び悩みま

影響があったも

の増収になり、

インフラサービスが

システムは通信キ

システムインテグレーションの

海外では、ＰＣサ

ネットワークプロダクトの増収効

単位：億円）

前年同期比 

  8.0 %  

0.7 % 

 21.1 % 
 

34  

 

 

 

前年同

みま

があったも

、

が

キ

の

サ

増収効
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① サービス 
 

売上高は5,549億円と、前年同期比8％の増収にな

りました。国内は 1.7％の増収です。システムインテ

グレーションは、通信キャリアの投資がハードウェア

へシフトしている影響があったものの、製造、金融、

公共分野を中心とした投資の拡大により増収となりま

した。インフラサービスは、アウトソーシングが堅調

に推移しましたが、ＩＳＰ事業で会員数減や回線料金

込みのパック商品から単体商品へシフトしている影響があったほか、前年同期に通信トラフィックの増加対策

を背景としたネットワークサービス関連の需要増があったため、伸び悩みました。海外は18.2％の増収になり、

為替影響を除くとほぼ前年同期並みです。欧州で景気悪化を背景とした企業の投資抑制の影響がありました。 

 

営業利益は55億円と、前年同期比22億円の増益になりました。国内では、ネットワークサービスの減収影

響があったものの、システムインテグレーションの増収効果などにより、増益になりました。海外では、欧州

事業を中心に費用効率化を進めたほか、のれんの償却費負担減がありました。 

 

 国際財務報告基準（IFRS）の「従業員給付」（IAS第19号）の改訂に伴い、2012年度第１四半期の営業利益

を遡及修正して前年同期比を計算しております。詳細は11ページ【会計基準改訂に伴う遡及修正について】を

参照して下さい。なお当第１四半期の退職給付費用は、今回の基準改訂により約24億円増加しています。 

 

 

② システムプラットフォーム 
 

売上高は1,225億円と、前年同期比8.1％の増収に

なりました。国内は 2.8％の減収です。サーバ関連は

ＵＮＩＸサーバの新製品の立ち上げが遅れており、減

収になりました。ネットワークプロダクトは、通信キ

ャリアのＬＴＥサービスエリアの拡大に伴う投資があ

ったものの、前年同期に通信トラフィックの増加対策

による３Ｇ通信機器の需要増があったため、全体とし

ては前年同期並みになりました。海外は 42.8％の増収になり、為替影響を除いても 17％の大幅増収です。   

ＵＮＩＸサーバは新製品の販売が伸び悩みました。北米向け光伝送システムは通信キャリアの投資回復により

増収になりました。 

 

営業利益は29億円の損失と、前年同期比11億円の改善になりました。国内では減収影響やネットワークプ

ロダクトの先行開発投資負担がありました。海外では、ＰＣサーバを中心としたコストダウンや費用効率化の

ほか、ネットワークプロダクトの増収効果がありました。 

 

 （単位：億円）

 
2013年度 

第１四半期 
前年同期比  

売   上   高 5,549 8.0 %  

 
国     内 

海     外 

3,211 

2,338 

1.7 % 

 18.2 % 
 

営 業 利 益 55 22  

 （単位：億円）

 
2013年度 

第１四半期 
前年同期比  

売   上   高 1,225 8.1 %  

 
国     内 

海     外 

840 

385 

△ 2.8 % 

 42.8 % 
 

営 業 利 益 △ 29 11  
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△20 

△171 

(△0.9%)

(△7.9%)

2012年度1Q 2013年度1Q

営業利益 営業利益率

(億円) ( )内は営業利益率

1,706 1,425 

639 
733 

2012年度1Q 2013年度1Q

ﾊﾟｿｺﾝ/携帯電話 ﾓﾊﾞｲﾙｳｪｱ

(億円)

2,346 
2,159 

＜△16.4%＞

＜△8.0%＞

＜14.7%＞

< >内は
前年同期比
増減率

 

 

ユビキタスソリューション 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

売上高は2,159億円と、前年同期比8％の減収にな

りました。国内は16.9％の減収です。パソコンは個人

向けパソコンの市場縮小や前年同期に金融分野で大型

ロット商談があったことにより、販売台数が減少し、

減収になりました。携帯電話は、フィーチャーフォン

の市場縮小に加え、スマートフォンでの通信キャリア

の販売方針見直しにより減収になりました。モバイル

ウェアのオーディオ・ナビゲーション機器は、エコカー補助金制度終了による新車販売台数減少の影響があっ

たものの、高級車の販売好調により増収になりました。海外は 18.7％の増収になり、為替影響を除いても 2％

の増収です。パソコンは採算を重視する販売方針により欧州拠点の販売台数が減少しましたが、モバイルウェ

アが北米向けを中心に増収となりました。 

 

営業利益は171 億円の損失と、前年同期比151 億円の悪化になりました。国内では、携帯電話の販売台数減

少と調達コスト増加に加え、パソコンでも数量減少や円安に伴う調達コストの増加がありました。モバイルウ

ェアは増収効果があったものの、開発投資負担の増加により前年同期並みになりました。海外では、パソコン

で採算重視の販売方針による効果があったほか部材調達のコストダウンを進めました。モバイルウェアの増収

効果もありました。 

 （単位：億円）

 
2013年度 

第１四半期 
前年同期比  

売   上   高 2,159  △ 8.0 %  

 
国     内 

海     外 

1,461 

697 

△ 16.9 % 

18.7 % 
 

営 業 利 益 △ 171 △ 151  

売上高 営業利益 
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(△2.8%)

(5.3%)

2012年度1Q 2013年度1Q

営業利益 営業利益率

( )内は営業利益率(億円)

△36 

76 

678 776 

627 
684 

2012年度1Q 2013年度1Q

LSI電子部品

(億円)

1,303 
1,453 

＜14.5%＞

＜11.5%＞

＜9.1%＞

< >内は
前年同期比
増減率

 

 

デバイスソリューション 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   （注）「ＬＳＩ」の売上高には「電子部品」への内部売上高を含めて 

表示しております。 

 

売上高は1,453億円と、前年同期比11.5％の増収に

なりました。国内は 6.4％の減収です。ＬＳＩは、ス

マートフォン向けは増収になったものの、デジタル 

ＡＶや産業機器向けを中心に減収になりました。電子

部品も半導体パッケージや電池が減収になりました。

海外は33.6％の増収です。 為替影響を除いても10％

の増収です。ＬＳＩはアジアを中心にスマートフォン

向けが増収になりました。電子部品は中国向けを中心に半導体パッケージが減収となりましたが、電池は増収

になりました。 

 

営業利益は76 億円と前年度の第４四半期に続いて利益を計上し、前年同期比112 億円の改善になりました。

国内では、ＬＳＩは減収影響があったものの、前年度の工場譲渡に伴う固定費削減効果などがありました。300mm

ラインはスマートフォン向けの所要増により高水準の稼働を維持しましたが、基盤ラインは引き続き低水準と

なりました。今後、基盤ラインは会津若松地区への集約を進め稼働を高めていく予定です。電子部品は減収影

響に加えて通信半導体会社の開発投資負担がありました。海外では所要増に加えて、円安による増収影響があ

りました。 

 

ＬＳＩ事業については構造改革の一環として、人員規模適正化を図るため早期退職優遇制度を実施しました。

国内においては1,963名の応募があり、その内約1,600名が6月末で退職しました。基盤ラインに係る応募者

については会津若松地区への集約完了後に退職する予定です。 
 

 （単位：億円）

 
2013年度 

第１四半期 
前年同期比  

売   上   高 1,453 11.5 %  

 
国     内 

海     外 

674 

779 

△ 6.4 % 

 33.6 % 
 

営 業 利 益 76 112  

売上高 営業利益 
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7,081 

2,029 

922 

1,301 

<50.6%>

<19.2%>

ＥＭＥＡ

ＡＰＡＣ・中国

(億円) < >内は前年同期比増減率

<17.5%>

米州

2013年1Q

4,254 

日本

<△1.4%>

海外

<24.0%>

 

 

その他／消去又は全社 

 
営業利益は159億円の損失と、前年同期比43億円の改善になりました。全社的な費用効率化を進めたことな

どによります。 

 

 

 

 

 

 

＜所在地別＞  
 
当社及び連結子会社が所在する国又は地域ごとの売上高及び営業利益は以下のとおりです。 
 

              
〔営業利益〕                   （単位：億円） 

 

（注）（  ）内は営業利益率              (注）（  ）内は営業利益率 

 

なお2012年度第１四半期の数値については、改訂IAS第19号適用により遡及修正を行っております。この結

果、営業利益は海外において主にＥＭＥＡで16億円減少しております。 

                         2012年度 

第１四半期 

2013年度 

第１四半期 

前年 

同期比 

日      本 
59  

(   0.8%) 

22  

(   0.3%) 

△ 36  

(△ 0.5%) 

海      外 
△ 141  

(△ 4.1%) 

△ 57  

(△ 1.4%) 

84  

(  2.7%) 

 

ＥＭＥＡ 

(欧州・中近東・ｱﾌﾘｶ) 

△ 125  

(△ 7.3%) 

△ 87  

(△ 4.3%) 

38  

(   3.0%) 

米 州 
△ 23  

(△ 3.8%) 

15  

(  1.7%) 

38  

(   5.5%) 

ＡＰＡＣ・中国 

(ｱｼﾞｱ・ﾊﾟｼﾌｨｯｸ) 

7  

(   0.7%) 

14  

(   1.1%) 

6  

(   0.4%) 

売上高 

―　10　―



富士通（株）(6702）平成26年3月期　第１四半期決算短信 

【会計基準改訂に伴う遡及修正について】

　国際財務報告基準（IFRS）を適用している当社グループ海外子会社では、改訂された「従業員給付」
（IAS第19号）を2013年度期首より適用しております。これに伴い比較情報として表示する2012年度の
財務数値を遡及修正しております。
　基準改訂の概要、2012年度の当社連結財務諸表への影響等は以下のとおりです。

①改訂の概要

ⅰ 退職給付に係る未認識債務は発生時に税効果調整の上、オンバランスされます。
ⅱ 回廊方式(コリドーアプローチ)による数理計算上の差異の償却はIFRSでは廃止となりますが、日本
　 基準では償却が必要で、さらに従来認識していなかったコリドー部分の償却負担が増加します。
ⅲ 純利息費用が導入されます。(年金資産から生ずる収益についても割引率を適用するため、費用負
　 担が増加）

②2012年度実績の遡及修正

(連結貸借対照表) （単位：億円） 

2012年度末 2012年度末

修正前 遡及修正 修正後
 資　　　　　産 30,490 △1,287 29,203 
 負　　　　　債 21,392 286 21,678 
 純 　 資 　 産 9,098 △1,573 7,524 

 自　己　資　本 7,814 △1,573 6,240 

<参考>未認識債務（オフバランス）

 合　　　　　計 4,661 △1,573 3,087 
  国 内 制 度 (※1) 3,087 - 3,087 
  海 外 制 度 1,573 △1,573 - ①ⅰ

※1 国内制度に係る未認識債務は2013年度末に税効果調整の上、オンバランスされる予定です。

(連結損益計算書) （単位：億円） 

2012年度 2012年度 2012年1Q 2012年1Q
修正前 遡及修正 修正後 修正前 遡及修正 修正後

 売　　上　　高 43,817 - 43,817 9,573 - 9,573 
 営　業　利　益 (※2) 952 △70 882 △250 △16 △267 
 経　常　利　益 1,054 △70 984 △251 △16 △268 
 当 期 純 利 益 △729 △70 △799 △237 △16 △254 
※2 セグメント利益への影響は、テクノロジーソリューション（サービス）で生じております。

<参考>海外年金費用（確定給付制度分）

 勤　務　費　用 36 - 36 
 (純)利息費用／期待運用収益 273 - 273 

△226 25 △200 

 未認識債務償却(コリドー) 65 △65 - 
 日本基準での償却費調整額 - 111 111 
 合　　　　　計 149 70 219 

③2013年度連結業績予想

　4月に公表した2013年度の連結業績予想には、今回の基準改訂影響（営業利益、経常利益、当期純利
益それぞれ年間約△95億円）を既に織り込んでおります。

（単位：億円） 

2012年度 2012年度 2013年度
修正前 遡及修正 修正後 (4月予想) 前年比

 営　業　利　益 952 △70 882 1,400 517 
 内、サービス 1,316 △70 1,246 1,380 133 

①ⅲ

①ⅱ

上段：退職給付債務から生ずる費用

下段：年金資産から生ずる収益

 [2012年度の数理計算上の前提]

 割引率　　　　･･･主に4.4％

 期待運用収益率･･･主に5.7％
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【キャッシュ・フローの状況】 （単位：億円）

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー
 　税金等調整前四半期純利益
 　減価償却費及びのれん償却額
 　引当金の増減額（△は減少）
 　退職給付費用（支払額控除後）
 　売上債権の増減額（△は増加）
 　たな卸資産の増減額（△は増加）
 　仕入債務の増減額（△は減少）
　 法人税等の支払額
   その他
   営業活動によるキャッシュ・フロー
Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー
 　有形固定資産の取得による支出
 　無形固定資産の取得による支出
　 その他
　 投資活動によるキャッシュ・フロー
Ⅰ+Ⅱフリー・キャッシュ・フロー
Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー
 　借入金の純増減額（△は減少）
 　配当金の支払額
　 その他
   財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ現金及び現金同等物の四半期末残高

(注)2012年度第１四半期及び2012年度の数値については、改訂IAS第19号適用により遡及修正を行っております。詳細は、
　　11ページ【会計基準改訂に伴う遡及修正について】を参照して下さい。

△76 

479 445 

14 43 

△216 

△485 

△100 

△218 

△144 △220 

△1 

3,662 3,872 209 

1,619 963 △655 
△115 △15 100 

1,474 905 △568 
△29 △42 △13 

△34 

△443 26 470 
158 △185 △343 

211 312 

△1 169 171 

△109 △107 2 
28 

△266 △187 78 

 2013年6月30日 

前年同期比

 2012年6月30日 

 2012年4月1日～

2013年度
第１四半期

2012年度
第１四半期(注)

 2013年4月1日～

1,857 1,864 
△506 

△847 161 

124 

6 

△125 △136 △10 

△418 △293 

△1,008 
20 

(２)連結財政状態に関する定性的情報

【資産、負債、純資産の状況】 （単位：億円）

 流動資産
 （現金及び預金並びに有価証券）
 （受取手形及び売掛金）
 （たな卸資産）
 固定資産
 （有形固定資産）
 （無形固定資産）
 （投資その他の資産）

 流動負債
 （支払手形及び買掛金）
 （短期借入金及び1年内社債）
 （未払費用）
 固定負債
 （社債及び長期借入金）
 （退職給付に係る負債）

 株主資本
 その他の包括利益累計額
 少数株主持分

3,049)(      3,930)(      880)(        

3,741)(      510)(        

12)(         

2,819)(      

14,175 

△1,986 

5,052)(       
3,048)(       

6,272)(       

7,396 1,402 
3,227)(      

15,685 14,197 

2,381)(       

2,889)(       

20,409 

2,227)(       
3,520)(       
28,557 

△1,488 
5,667)(      4,907)(      △760)(      

△142 

△2,015 △1,841 173 
1,283 1,272 △10 

△57 

8,255 8,035 △219 

2,897)(      2,540)(      △356)(      

5,993 

7,524 7,467 
29,203 29,061 

1)(          
3,922)(      4,052)(      

7,202)(      △1,757)(    

130)(        
1,873)(      

11,980 12,098 118 
3,230)(      

6,184)(      6,171)(      △13)(       

前年度末比
2012年度(注)

（2013年6月30日）（2013年3月31日）

2013年度
第１四半期

8,959)(      

17,222 16,962 △260 

29,203 29,061 △142 

1,874)(      

△85 

2012年度
第１四半期(注)

6,975)(       
3,793)(       
12,021 

（2012年6月30日）

16,535 
3,739)(       

2,620)(       

6,234 

　資産合計

　負債合計

　純資産合計
　負債純資産合計

1,229 
8,147 
28,557 

8,903 

△408)(      

2,452)(      3,815)(      1,363)(      

21,678 21,593 
2,071)(      2,083)(      
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(注) 月当たり回転数は、第１四半期の売上高÷第１四半期末たな卸資

　 　産残高÷3により算出しております。

たな卸資産残高・月当たり回転数

3,887

3,598
3,8213,7933,741

(0.90)(0.97)(0.86)(0.84)(0.89)

2009年1Q 10年1Q 11年1Q 12年1Q 13年1Q

たな卸資産残高 月当たり回転数

（億円） （回）

有利子負債残高

3,662
1,7091,7401,766

2,484

(1.01)

(0.74)(0.70)
(0.78)

(1.03)

(0.51)

(0.22)(0.22)(0.26)
(0.40)

2009年1Q 10年1Q 11年1Q 12年1Q 13年1Q

Ｄ／Ｅレシオ ネットＤ／Ｅレシオ

7,307

5,7005,4825,429

（億円） （倍）

6,356

有利子負債 ネット有利子負債

① 資産、負債、純資産の状況 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当第１四半期連結会計期間（以下、当第１四半期）末の総資産残高は2兆9,061億円と、前連結会計年度（以

下、前年度）末から142億円減少しました。流動資産は1兆6,962億円と前年度末から260億円減少しました。

前年度末に集中した売上に係る受取手形及び売掛金を回収したことなどにより前年度末から1,757億円減少しま

した。たな卸資産は3,741億円と、今後の売上に対応するため、サービスビジネスを中心に前年度末から510億

円増加しました。資産効率を示す月当たり回転数は0.89回と、前年同四半期連結会計期間（以下、前年同期）末

比0.05回改善しました。固定資産は1兆2,098億円と前年度末から118億円増加しました。投資その他の資産は

株価の上昇により投資有価証券が増加したことなどにより130億円増加しました。 

 

負債残高は2兆1,593億円と、前年度末から85億円減少しました。支払手形及び買掛金は前年度末に集中した

売上に対応する支払いにより減少したほか、賞与の支給などにより未払費用が減少しました。有利子負債残高は

6,356億円と、前年度末から1,007億円増加しました。運転資金の一部を借入金で調達しました。これによりＤ

／Ｅレシオは1.03倍と前年度末より0.17ポイント悪化し、ネットＤ／Ｅレシオは0.40倍と前年度末と同じ水準

になりました。前年同期末からは前年度及び当第１四半期の損失の計上による自己資本の減少により悪化しまし

た。 

 

純資産は7,467億円と、前年度末から57億円減少しました。株主資本が四半期純損失計上などにより219億円

減少しましたが、その他の包括利益累計額が円安の進行や株価の上昇により173億円増加しました。自己資本比

率は21.3％とほぼ前年度末並みになりました。 

 
（単位：億円） 

 
(注)1.Ｄ／Ｅレシオは、有利子負債の期末残高÷自己資本により算出しております。 

2.ネットＤ／Ｅレシオは、（有利子負債の期末残高－現金及び現金同等物の期末残高）÷自己資本により算出しております。 

3.2012年度第１四半期及び2012年度の数値については、改訂IAS第19号適用により遡及修正を行っております。 

自己資本が2012年度第１四半期は1,017億円、2012年度は1,573億円減少しました。Ｄ／Ｅレシオなども修正しております。 

 

 
 2012年度（注） 

（2013年3月31日） 

2013年度 

第１四半期 

（2013年6月30日） 

前年度末比 

 

2012年度 

第１四半期（注） 

（2012年6月30日） 

現金及び現金同等物の期末残高 

有利子負債の期末残高 

ネット有利子負債の期末残高 

自己資本 

2,866 

5,349 

2,483 

6,240 

3,872 

6,356 

2,484 

6,193 

1,006 

1,007 

0 

△ 46 

3,662 

5,429 

1,766 

6,917 

Ｄ／Ｅレシオ 

ネットＤ／Ｅレシオ 

株主資本比率 

自己資本比率 

0.86 倍 

0.40 倍 

28.3 ％ 

21.4 ％ 

1.03 倍 

0.40 倍 

27.7 ％ 

21.3 ％ 

0.17 倍 

- 倍 

△ 0.6 ％ 

△ 0.1 ％ 

 0.78 倍 

0.26 倍 

31.2 ％ 

24.2 ％ 
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フリー・キャッシュ・フロー（FCF）

△443 

26 

2012年1Q 2013年1Q

営業CF 投資CF FCF

（億円）

 

 

②  キャッシュ・フローの状況 
 
 当第１四半期の営業活動によるキャッシュ・フローは

211億円のプラスとなりました。前年同期からは312億

円の収入増となりました。パソコンや携帯電話の減収影

響があったものの、人事施策及び構造改革効果に加えて、

円安による改善効果があり、税金等調整前四半期純損失

が改善したほか、運転資本が減少したことによります。 

 

 投資活動によるキャッシュ・フローは185億円のマイ

ナスとなりました。データセンター関連を中心とした設

備投資により有形固定資産の取得で218億円支出したほ

か、ソフトウェアを中心に無形固定資産の取得で136億

円支出しました。前年同期からは158億円の支出減となりました。資金運用目的の定期預金の満期による収入を

計上しました。 

 

 営業活動及び投資活動によるキャッシュ・フローを合わせたフリー・キャッシュ・フローは26億円のプラスと、

前年同期からは470億円の収入増となりました。 

 

 財務活動によるキャッシュ・フローは905億円のプラスとなりました。運転資金の一部を短期借入金で調達し

たほか、前年度に英国子会社が有する年金基金への特別掛金の拠出に係る資金として調達した短期借入金を返済

し、長期借入金への借換えを行いました。前年同期からは568億円の収入減となりました。 

 

この結果、現金及び現金同等物の四半期末残高は3,872億円と、前年度末からは1,026億円増加しました。 

 

③ 年金の状況 
 
退職給付の未認識債務のうち、海外制度の1,573億円をその他の包括利益を通じて一括認識しました。国内制

度についても2013年度末に認識します。 

また海外制度の数理計算上の差異に係る償却額は、その他の包括利益からの振替額です。 

(単位:億円) 

 未認識債務（オフバランス） 

 

償却費 

 
2012年度 

(2013年3月31日) 

2013年度 第１四半期 

2013年4月1日～ 

2013年6月30日 

(遡及修正前) (遡及修正後)  
その他の包括利益 

からの振替額 

計  4,661  3,087 108  42 

 
国 内  3,087  3,087 65 - 

海 外  1,573 - 42  42 

（注）償却費は、欧州子会社の退職給付制度の一部バイアウト等に伴う一括償却額（45億円）を除いたものであ

ります。 
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（３）連結業績予想に関する定性的情報 
 

【２０１３年度の業績見通し】 

当第１四半期の業績は、売上高9,992億円と前年同期比418億円の増収となり、営業利益は228億円の損失と前

年同期比39億円の改善となりました。パソコン／携帯電話で円安に伴い部材調達コストが増加したほか、厳しい競

争環境が続いていることにより大幅な減益となったものの、デバイスソリューションでは、円安による改善効果に

加えＬＳＩで所要が回復したほか、各種人事施策やコーポレート機能の効率化も順調に進捗しており、連結全体で

営業利益が改善しました。 

年初計画からは、パソコン／携帯電話で計画を若干下回ったものの、デバイスソリューションでは円安による改

善効果を中心として計画を上回り、連結全体で計画をやや上回って進捗しております。 

なお当第１四半期における為替レートは、年初の想定に比べ円安に推移したものの第２四半期以降についても引

き続き変動リスクが残ることを踏まえ、米ドル93円、ユーロ120円、英ポンド140円の前提を変更しておりません。 

 

これらの状況を踏まえ、現時点における業績見通しは、第２四半期連結累計期間、通期とも年初に公表した計画

どおりといたします。 

 

 

〔第２四半期連結累計期間〕  
 

（単位：億円） 

 

2012年度 

(遡及修正前) 

 

 

2012年度 

(実績) 

 

2013年度 

（予想） 

前回 

（4月） 

予想比 

前年同期比  

 

 
増減率

(%) 
 

売 上 高 20,718  20,718  20,500 - △218 △1.1  

営 業 利 益 76  * 43  △100 - △143 -  

(営業 利 益 率 ) (  0.4%)  (  0.2%)  ( △0.5%) (  - %) (△0.7%)   

経 常 利 益 29  * △4  △100 - △95 -  

特 別 損 益 1  1  - - △1 △100.0  

四 半 期 純 利 益 △110  * △144  △300 - △155 -  

 

〔通期〕   

 

（単位：億円） 
 

 

2012年度 

(遡及修正前) 

 

 

2012年度 

(実績) 

 
2013年度 

（予想） 

前回 

（4月） 

予想比 

前年比  

 
 

増減率

(%) 
 

売 上 高 43,817  43,817  45,500 - 1,682 3.8  

営 業 利 益   952  * 882  1,400 - 517 58.6  

(営業 利 益 率 ) (  2.2%)  (  2.0%)  (  3.1%) (  - %) (  1.1%)   

経 常 利 益 1,054  * 984  1,350 - 365 37.1  

特 別 損 益 △1,505  △1,505  △300 - 1,205 -  

当 期 純 利 益 △729  * △799  450 - 1,249 -  

 

*  当社グループの海外子会社に適用している国際財務報告基準（IFRS）の「従業員給付」（IAS第19号）の改訂に伴い、2012年度の

数値を遡及修正しております。修正額は、第２四半期連結累計期間で△33億円、通期で△70億円となり、2013年度の前年比について

も修正しております。 
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①セグメント情報 （単位：億円） 

29,423 31,000 - 1,576 5.4 2 

国 内 19,364 19,900 - 535 2.8 3 

海 外 10,059 11,100 - 1,040 10.3 1 

1,739 1,900 - 160 9.2 

5.9%)( 6.1%)( - %)( 0.2%)( 

23,872 24,800 - 927 3.9 1 

1,246 1,380 - 133 10.7 

5.2%)( 5.6%)( - %)( 0.4%)( 

5,551 6,200 - 648 11.7 9 

493 520 - 26 5.4 

8.9%)( 8.4%)( - %)( △0.5%)( 

10,902 10,200 - △702 △6.4 △9 

国 内 8,230 7,200 - △1,030 △12.5 △13 

海 外 2,671 3,000 - 328 12.3 2 

96 70 - △26 △27.3 

0.9%)( 0.7%)( - %)( △0.2%)( 

5,403 6,200 - 796 14.7 8 

国 内 2,959 3,400 - 440 14.9 15 

海 外 2,444 2,800 - 355 14.5 △0 

△142 250 - 392 - 

△2.6%)( 4.0%)( - %)( 6.6%)( 

△138 80 - 218 - 

△3 170 - 173 - 

△1,912 △1,900 - 12 - - 

△810 △820 - △9 - 

43,817 45,500 - 1,682 3.8 0 

国 内 28,835 29,000 - 164 0.6 1 

海 外 14,982 16,500 - 1,517 10.1 △0 

882 1,400 - 517 58.6 

2.0%)( 3.1%)( - %)( 1.1%)( 

     34.2%     36.3%     - %   2.1% 

＊ 遡及修正額：△70億円

(営業利益率)

売 上 高

その他／
消去又は全社

売 上 高

海外売上高比率

営 業 利 益

連  結

Ｌ Ｓ Ｉ

電子部品

営 業 利 益

営 業 利 益

営 業 利 益

営 業 利 益

売 上 高

デバイス
ソリューション

(営業利益率)

テクノロジー
ソリューション

(営業利益率)

ユビキタス
ソリューション

売 上 高

営 業 利 益

営 業 利 益

売 上 高

サービス

(営業利益率)

営 業 利 益

(営業利益率)

売 上 高
システム
プラット
フォーム

2012年度

営 業 利 益

(営業利益率)

売 上 高

（実績）
為替影響を
除く

増減率(%)

前年比

増減率(%)

2013年度（予想）

今回予想
前回(4月)
予想比

*

*

*
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②売上高の主要製品別内訳 （単位：億円）   

テクノロジーソリューション 29,423 31,000 - 1,576 5.4 2 

23,872 24,800 - 927 3.9 1 

ソリューション／ＳＩ 8,371 8,700 - 328 3.9 4 

インフラサービス 15,500 16,100 - 599 3.9 △1 

システムプラットフォーム 5,551 6,200 - 648 11.7 9 

システムプロダクト 2,629 2,950 - 320 12.2 10 

ネットワークプロダクト 2,922 3,250 - 327 11.2 7 

 ユビキタスソリューション 10,902 10,200 - △702 △6.4 △9 

パソコン／携帯電話 8,228 7,300 - △928 △11.3 △13 

モバイルウェア 2,674 2,900 - 225 8.4 5 

 デバイスソリューション 5,403 6,200 - 796 14.7 8 

ＬＳＩ 2,896 3,200 - 303 10.5 5 

電子部品 2,525 3,000 - 474 18.8 11 

(注)1.売上高にはセグメント間の内部売上高を含みます。

　  2.為替影響は、米ドル、ユーロ、英ポンドを対象に前連結会計年度の対円平均レートを当連結会計年度の予想外貨建取

　  　引高に適用して試算しております。　　　

　　3.「ＬＳＩ」の売上高には、「電子部品」への内部売上高を含めて表示しております。

　  4.「その他／消去又は全社」には、次世代スーパーコンピュータ事業、当社グループ会社向け情報システム開発・ファ

　　  シリティサービス事業及び当社グループ従業員向け福利厚生事業等のほか、基礎的試験研究等の戦略費用及び親会社

　　　におけるグループ経営に係る共通費用が含まれております。

　  5.2012年度の数値については、改訂IAS第19号適用により遡及修正を行っております。詳細は、11ページ【会計基準改

　　  訂に伴う遡及修正について】を参照して下さい。

連
　
　
　
結

サービス

2012年度 前年比

増減率(%)
為替影響を
除く

増減率(%)

2013年度（予想）

今回予想
前回(4月)
予想比

（実績）

―　17　―



富士通（株）（6702）平成26年3月期　第１四半期決算短信

[業績予想値算出の前提条件等]

①為替レート（平均） （単位：円）

2012年度

（実績）
前回（4月）
予想比

83 99 - 

ユ　　ー　　ロ 107 129 - 

131 152 - 

（ご参考）1．2012年度第１四半期の為替レート(平均)

　   　　　　米ドル：80円 、ユーロ：103円 、英ポンド：127円

　　　　　2．１円の為替変動による2013年度第１四半期(実績)営業利益への影響額（概算）

　   　　　　米ドル：2億円 、ユーロ：0億円 、英ポンド：0億円

　　　　　3．１円の為替変動による2013年度第２，３，４四半期(予想)営業利益への影響額（概算）

　   　　　　米ドル：7億円 、ユーロ：2億円 、英ポンド：0億円

②研究開発費 （単位：億円）

2012年度

（実績） 前回(4月)予想 差異

2,310 2,200 - 

5.3% 4.8% - 

③設備投資・減価償却費 （単位：億円）

2012年度

（実績） 前回(4月)予想 差異

595 800 - 

146 150 - 

404 350 - 

70 50 - 

1,217 1,350 - 

1,165 1,100 - 

④キャッシュ・フロー （単位：億円）

2012年度

（実績） 前回(4月)予想 差異

△799 450 - 

1,926 1,800 - 

△416 50 - 

(A)営業キャッシュ・フロー 710 2,300 - 

(B)投資キャッシュ・フロー △1,614 △1,700 - 

(C)フリー・キャッシュ・フロー (A)+(B)△904 600 - 

　 特殊要因を除く 84 500 - 

(D)財務キャッシュ・フロー 1,003 △600 - 

(E)キャッシュ・フロー計 (C)+(D) 99 0 - 
(注）1. 減価償却費及びのれん償却額には無形固定資産の償却費を含めて表示しております。 
(注）2. 特殊要因を除くフリー・キャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入、事業譲渡による収入、連結範
　  　　囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入及び2012年度の英国子会社が有する年金基金への特別掛金拠出
　　　　（1,143億円）を除いたものであります。
(注）3. 2013年度（予想）の営業キャッシュ・フローのその他増減には、ＬＳＩ事業及び海外事業などの構造改革に伴う
　　　　退職金等の支出約400億円が含まれております。

米　　ド　　ル 93 

英　ポ　ン　ド 140 

第１四半期
(実績)

第２,３,４
四半期（予想）

120 

2013年度

2,300 

△1,700 

600 

△600 

0 

500 

当 期 純 利 益 450 

減価償却費及びのれん償却額 1,800 

そ の 他 増 減 50 

今回予想

ユビキタスソリューション 150 

デバイスソリューション 350 

全社共通他 50 

設備投資合計 1,350 

減価償却費 1,100 

2013年度（予想）

テクノロジーソリューション 800 

2013年度（予想）

今回予想

研 究 開 発 費 2,200 

売　上　高　比 4.8% 

2013年度（予想）

今回予想
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⑤パソコンの出荷台数 （単位：万台）

583 535 535 - 

 　　
 　　
⑥携帯電話の出荷台数 （単位：万台）

650 520 520 - 

 　　
 　　
⑦従業員数 （単位：千名）

　国　　　　内 104 104 

　海　　　　外　 65 62 

　 169 166 

 　　(注）1. 半導体事業における早期退職優遇制度（国内）により2013年6月末までに約1,600名が退職しております。
 　　(注）2. 海外の減少は主にＥＭＥＡ地域における子会社売却によるものです。

（実績） （実績）

差異

出　荷　台　数

2012年度 2013年度（予想）

（実績） 前回(4月)予想 今回予想 差異

2013年3月末 2013年6月末

2013年度（予想）

出　荷　台　数

2012年度

（実績） 前回(4月)予想 今回予想

　合　　　　計
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２．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
（四半期連結損益計算書） 
（第１四半期連結累計期間） 
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（四半期連結包括利益計算書） 
（第１四半期連結累計期間） 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
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(４)継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

(５)株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

株主資本の金額に著しい変動がないため記載を省略しております。

(６)四半期連結財務諸表に関する注記事項

（表示方法の変更）

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）
　当第１四半期連結会計期間より、「従業員給付」（IAS第19号　平成23年6月16日）を適用したことに伴い表
示方法を変更しております。また、この表示方法の変更にあわせて、前第１四半期連結累計期間において、
「引当金の増減額（△は減少）」に含めていた退職給付引当金及び「その他」に含めていた前払年金費用の増
減額は、退職給付に係る負債又は資産の増減額をあわせて表示する方法に変更し、「退職給付費用（支払額控
除後）」として表示しております。これらの表示方法の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間の
四半期連結財務諸表の組替えを行っております。
　この結果、前第１四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動による
キャッシュ・フロー」の「税金等調整前四半期純損失（△）」、「引当金の増減額（△は減少）」及び「その
他」に表示していたそれぞれ△24,935百万円、△11,813百万円、△40,648百万円は、「税金等調整前四半期純
損失（△）」、「引当金の増減額（△は減少）」、「退職給付費用（支払額控除後）」及び「その他」として
それぞれ△26,631百万円、△10,951百万円、1,463百万円、△41,277百万円に組替えております。

　当社グループの海外連結子会社は当第１四半期連結会計期間より、「従業員給付」（IAS第19号　平成23年6
月16日）を適用しております。当該会計基準の適用に伴う主な変更内容は次のとおりであります。①再測定さ
れた確定給付負債（資産）の純額（数理計算上の差異）については遅延認識が廃止され、純資産の部において
税効果を調整した上で発生時にその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額として認識し、積立状況
を示す額を退職給付に係る負債又は資産として計上する方法に変更しました。②従来、海外連結子会社の数理
計算上の差異は、コリドー（回廊）アプローチを採用し、前連結会計年度末の数理計算上の差異残高の総額の
うち、前連結会計年度末における確定給付制度債務の現在価値の10％と制度資産の公正価値の10％のいずれか
大きい額を超える額について、従業員の平均残存勤務期間で除した金額を当期の損益として処理しておりまし
たが、海外連結子会社では数理計算上の差異をその他の包括利益として認識するものの純損益には組替調整し
ない方法に変更したことから、当社の連結決算手続においては、「連結財務諸表作成における在外子会社の会
計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成22年2月19日）に基づき、数理計算上の差異残高
の総額を従業員の平均残存勤務期間にわたり規則的に当期の損益として処理する方法に変更しました。③利息
費用及び制度資産に係る期待収益に替えて、確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額に変更しました。
　当該会計方針の変更は遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適用後の四半期連結財
務諸表及び連結財務諸表となっております。
　この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益、税金等調整前四
半期純利益及び四半期純利益はそれぞれ1,696百万円減少しております。その他の包括利益及び四半期包括利
益はそれぞれ9,703百万円、8,007百万円増加しております。前連結会計年度末の投資その他の資産は128,728
百万円減少し、固定負債は28,643百万円増加し、純資産は157,371百万円減少（うち、利益剰余金が7,006百万
円減少、その他の包括利益累計額が150,365百万円減少）しております。また、前連結会計年度の期首の純資
産残高は累積的影響額が反映されたことにより、109,714百万円減少（うち、その他の包括利益累計額が
109,714百万円減少）しております。なお、1株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

（四半期連結貸借対照表関係）
　当第１四半期連結会計期間より、「従業員給付」（IAS第19号　平成23年6月16日）を適用したことに伴い表
示方法を変更しております。また、この表示方法の変更にあわせて、当社及び国内連結子会社の「前払年金費
用」及び「退職給付引当金」の表示方法を変更しております。これらの表示方法の変更を反映させるため、前
連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。
　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「投資その他の資産」の「前払年金費用」及び「固
定負債」の「退職給付引当金」に表示していた180,121百万円、178,482百万円は、「投資その他の資産」の
「退職給付に係る資産」、「固定負債」の「退職給付に係る負債」、「株主資本」の「利益剰余金」、「その
他の包括利益累計額」の「為替換算調整勘定」、「退職給付に係る調整累計額」としてそれぞれ51,393百万
円、207,125百万円、△7,006百万円、△641百万円、△149,724百万円に組替えております。

（会計方針の変更）
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（四半期連結貸借対照表関係）

(７)セグメント情報等

【セグメント情報】

Ⅰ 報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社及び連結子会社（以下、当社グループ）の構成単位のうち分離された財

務情報が入手可能であり、最高経営意思決定機関が、経営資源の配分の決定及び業績評価のために、定期

的に検討を行う対象となっているものであります。　

　当社グループは、ＩＣＴ（Information and Communication Technology）分野において、各種サービス

を提供するとともに、これらを支える最先端、高性能かつ高品質のプロダクト及び電子デバイスの開発・

製造・販売から保守運用までを総合的に提供するトータルソリューションビジネスを営んでおります。当

社は、経営組織の形態、製品・サービスの特性及び販売市場の類似性に基づき、複数の事業セグメントを

集約した上で、「テクノロジーソリューション」、「ユビキタスソリューション」及び「デバイスソリュ

ーション」の3つを報告セグメントとしております。各報告セグメントの事業の管理体制並びに製品及び

サービスの種類は以下のとおりであります。

(1)テクノロジーソリューション

　プロダクト・ソフトウェア・サービスが一体となった総合的なサービスを顧客に最適な形で提供す

るため、グローバルな戦略立案やコストマネジメントなどの事業管理を推進するための製品・サービ

ス別のビジネス部門と、地域・業種別の営業部門による複合型の事業管理体制をとっております。

　当該報告セグメントは、情報通信システムの構築などを行うソリューション／ＳＩ、アウトソーシ

ングや保守サービスを中心とするインフラサービス、ＩＣＴの基盤となる、サーバやストレージシス

テムなどのシステムプロダクトと携帯電話基地局や光伝送システムなどの通信インフラを提供するネ

ットワークプロダクトにより構成されています。

(2)ユビキタスソリューション

　営業部門も含め製品別に独立した事業管理体制をとっております。

　当該報告セグメントは、当社グループが実現を目指す「ヒューマンセントリック・インテリジェン

トソサエティ」（誰もが複雑な技術や操作を意識せずに、ＩＣＴが創出する価値の恩恵を享受できる

社会）において、人や組織の行動パターンから生み出される様々な情報や知識を収集・活用するユビ

キタス端末あるいはセンサーとして、パソコン／携帯電話のほか、オーディオ・ナビゲーション機器

や移動通信機器、自動車用電子機器により構成されています。

(3)デバイスソリューション

　営業部門も含め製品別に独立した事業管理体制をとっております。

　当該報告セグメントは、最先端テクノロジーとして、デジタル家電や自動車、携帯電話、サーバな

どに搭載されるＬＳＩのほか、半導体パッケージ、電池をはじめとする電子部品により構成されてい

ます。

当第１四半期連結会計期間

（平成25年6月30日）

（追加情報）
「その他の包括利益累計額」の「退職給付に係る調整累計額」の前連結会計年度末からの増減内訳は次のとお
りです。退職給付に係る調整累計額に計上されている数理計算上の差異を費用処理（組替調整）したことによ
り8,833百万円（欧州子会社の退職給付制度の一部バイアウト等に伴う一括償却額が4,550百万円含まれており
ます）増加した一方、海外連結子会社に係る外貨建ての退職給付に係る調整累計額の円貨換算による為替影響
等により8,283百万円減少しております。
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Ⅱ 前第１四半期連結累計期間（自 平成24年4月1日 至 平成24年6月30日）

1.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
（単位：百万円）

 売上高

外部顧客への売上高

セグメント間の内部売上高

又は振替高

計

 セグメント損失（△）

(注) ｢その他｣の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、次世代スーパーコンピュータ事業、当社グループ

　　 会社向け情報システム開発・ファシリティサービス事業及び当社グループ従業員向け福利厚生事業等が含まれております。

2.報告セグメントの売上高、利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び
  当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

 報告セグメント計

 「その他」の区分の売上高

 セグメント間取引消去他

 四半期連結損益計算書の売上高

（単位：百万円）

 報告セグメント計

 「その他」の区分の損失（△）

 全社費用（注）

 セグメント間取引消去他

 四半期連結損益計算書の営業損失（△）

(注) ｢全社費用｣は、主に報告セグメントに帰属しない基礎的試験研究等の戦略費用及び親会社におけるグループ経営に係る

　　　共通費用であります。

Ⅲ 当第１四半期連結累計期間（自 平成25年4月1日 至 平成25年6月30日）

1.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
（単位：百万円）

 売上高

外部顧客への売上高

セグメント間の内部売上高

又は振替高

計

 セグメント利益又は損失（△）

(注) ｢その他｣の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、次世代スーパーコンピュータ事業、当社グループ

　　 会社向け情報システム開発・ファシリティサービス事業及び当社グループ従業員向け福利厚生事業等が含まれております。

計

売上高

利益又は損失

合計

992,280 

46,640 

2,630 994,910 

57,192 

その他
（注）計

134,547 

24,569 10,837 

報告セグメント

13,182 

627,120 1,011,800 

953,512 

58,288 

944,205 

2,582 △17,145 7,637 

11,234 

テクノロジー
ソリューション

ユビキタス
ソリューション

デバイス
ソリューション

666,354 191,379 

992,109 

47,904 

△1,477 

△1,130 

1,052,102 677,588 215,948 145,384 1,038,920 

△6,926 △1,547 △8,473 

△26,739 

△17,620 

118,032 

12,343 22,813 12,748 

合計

金額

△6,512 

デバイス
ソリューション

ユビキタス
ソリューション

テクノロジー
ソリューション

10,552 

957,370 

金額

992,109 

19,691 

△54,430 

234,614 130,375 

△821 △2,035 △3,656 △1,477 △7,989 

10,384 

19,691 

△6,512 

その他
（注）

報告セグメント

9,307 614,372 211,801 
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2.報告セグメントの売上高、利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び
  当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

 報告セグメント計

 「その他」の区分の売上高

 セグメント間取引消去他

 四半期連結損益計算書の売上高

（単位：百万円）

 報告セグメント計

 「その他」の区分の損失（△）

 全社費用（注）

 セグメント間取引消去他

 四半期連結損益計算書の営業損失（△）

(注) ｢全社費用｣は、主に報告セグメントに帰属しない基礎的試験研究等の戦略費用及び親会社におけるグループ経営に係る

　　　共通費用であります。

3.報告セグメントの変更等に関する事項

　「会計方針の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間における会計方針の変更は遡及適用され、

前第１四半期連結累計期間については遡及適用後のセグメント情報となっております。

　この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第１四半期連結累計期間のセグメント利益又は損失（△）は、

「テクノロジーソリューション」で1,696百万円減少しております。

【関連情報】

地域ごとの情報

売上高

前第１四半期連結累計期間（自 平成24年4月1日 至 平成24年6月30日） （単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間（自 平成25年4月1日 至 平成25年6月30日） （単位：百万円）

(注) 1.売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

　　 2.海外の各区分に属する主な国又は地域

(1)ＥＭＥＡ（欧州・中近東・アフリカ）･･･････イギリス、ドイツ、スペイン、フィンランド、スウェーデン

(2)米 州 ･･･････････････････････････････････米国、カナダ

(3)ＡＰＡＣ（アジア・パシフィック）・中国･･･オーストラリア、シンガポール、韓国、台湾、中国

　　 3.(  )内は連結売上高に占める割合であります。

△52,869 

999,233 

△1,547 

国内
（日本）

海外
合計

ＥＭＥＡ 米州 ＡＰＡＣ・中国 計

△6,926 

2,259 

△22,836 

利益又は損失 金額

△16,622 

10.9%)(     35.3%)(     6.8%)(      17.6%)(     64.7%)(     (    100.0%)

618,980 168,595 64,928 104,867 338,390 957,370 

(    100.0%)41.6%)(     9.7%)(      20.1%)(     58.4%)(     11.8%)(     

国内
（日本）

海外
合計

ＥＭＥＡ 米州 ＡＰＡＣ・中国 計

583,772 200,560 97,397 117,504 415,461 999,233 

13,182 

売上高 金額

1,038,920 
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(８)１株当たり情報

　１株当たり四半期純損失金額（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  （自　平成24年4月 1日   （自　平成25年4月 1日

    至　平成24年6月30日）     至　平成25年6月30日）

（算定上の基礎）

  四半期純損失（△）（百万円）

  普通株主に帰属しない金額（百万円）

  普通株式の期中平均株式数（千株）

(注)1. 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失の

　　   ため記載しておりません。

    2. 「会計方針の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間における会計方針の変更は遡及適用され、前第

　　　 １四半期連結累計期間については遡及適用後の四半期連結財務諸表となっております。この結果、遡及適用を行

 　 　 う前と比べて、前第１四半期連結累計期間の１株当たり四半期純損失金額（△）は82銭増加しております。

△12円32銭 △10円62銭

2,069,347 

△21,983 

2,069,272 

△21,983 

- 

△25,492 

当第１四半期連結累計期間前第１四半期連結累計期間

　１株当たり四半期純損失金額（△）

  普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円）

△25,492 

- 
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